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１【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】
当社は、当社連結子会社であるUKC ELECTRONICS(H.K.)CO.,LTD.における特定取引先に対する前渡金及び関連取引の

実在性への疑義に起因する連結財務諸表上の重要な虚偽表示の疑義が発見されたため、平成29年５月30日に第三者委員

会を設置し、その実態解明に努めてまいりました。 

当社は、平成29年７月19日に受領した同委員会による調査結果報告を踏まえ、関連する一部取引に関し、その性質

上、従来当事者取引として総額表示しておりました売上高を代理人取引として純額表示に修正することといたしまし

た。 

以上の結果、当社は過去に提出いたしました有価証券報告書等に記載されている連結財務諸表及び財務諸表並びに四

半期連結財務諸表に含まれる一連の会計処理を訂正することといたしました。 

これらの決算訂正により、当社が平成26年８月11日に提出いたしました第６期第１四半期（自 平成26年４月１日 

至 平成26年６月30日）に係る四半期報告書の一部を訂正する必要が生じましたので、金融商品取引法第24条の４の７

第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出するものであります。 

なお、訂正後の四半期連結財務諸表については、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けており、そ

の四半期レビュー報告書を添付しております。 

 

２【訂正事項】
第一部 企業情報 

第１ 企業の概況 

１ 主要な経営指標等の推移 

第２ 事業の状況 

３ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 

(1)経営成績の分析 

第４ 経理の状況 

２ 監査証明について 

(2)四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 

 四半期連結損益計算書 

（セグメント情報等） 

 

３【訂正箇所】
 訂正箇所は＿＿＿線を付して表示しております。なお、訂正箇所が多数に及ぶことから上記の訂正事項については、訂

正後のみを記載しております。 
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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第５期 

第１四半期連結 
累計期間 

第６期 
第１四半期連結 

累計期間 
第５期 

会計期間 

自平成25年 
 ４月１日 
至平成25年 
 ６月30日 

自平成26年 
 ４月１日 
至平成26年 
 ６月30日 

自平成25年 
 ４月１日 
至平成26年 
 ３月31日 

売上高 （百万円） 69,245 59,313 301,428 

経常利益 （百万円） 1,817 1,406 7,237 

四半期（当期）純利益 （百万円） 1,254 921 4,398 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,748 795 6,019 

純資産額 （百万円） 46,512 50,932 50,425 

総資産額 （百万円） 117,079 118,490 118,436 

１株当たり四半期（当期）純利

益金額 
（円） 79.88 58.72 280.21 

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 39.5 42.7 42.2 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．第５期及び第５期第１四半期連結累計期間の関連する経営指標等の一部について、同期間の決算訂正に伴

い、遡及処理をした数値を記載しております。なお、同期間の訂正後の有価証券報告書については、平成29

年７月31日に提出しております。 

２【事業の内容】

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

 当第１四半期連結会計期間において新たに締結した重要な契約は次の通りであります。

(1) 当社と株式会社ディジタルメディアプロフェッショナル（以下「ＤＭＰ」）間の業務資本提携契約 

①契約締結の目的 

 ＤＭＰは、組込みシステムのビジュアル・コンピューティングを事業の中核とし、独自開発した2Ｄ／3Ｄグラフ

ィックス技術のハードウェアＩＰ（論理設計データ等）やソフトウェアＩＰ（主にハードウェアを制御するドライ

バやコンテンツ制作を支援するツール類）のライセンス、並びにこれらのＩＰを搭載したグラフィックスＬＳＩの

開発及び販売事業を展開しています。また、新規事業分野として自動車自動走行システム向け等のビジュアル・コ

ンピューティング分野の取り組み強化のためにカナダＣｏｇｎｉＶｕｅ（コグニビュー）社と日本国内及び台湾に

おける独占販売代理店契約を締結し、同社のＩＰを活用することで、より多くのアプリケーションに向けたソリュ

ーション提供が可能となりました。当社は、ＤＭＰの強みであるグラフィックス技術と当社の強みである映像関連

の事業基盤を組み合わせることが、当社の事業領域を従来の物販からソリューション志向に進化させ、成長領域で

ある自動車や医療等向けの事業拡大にもつながると判断し、ＤＭＰと業務提携を行うこと、及び同業務提携のシナ

ジー効果を早期かつ着実に実現するためにＤＭＰと資本提携を行うことといたしました。 

 

②契約の概要 

(a) 業務提携 

マシンビジョン・ソリューション共同開発、ＩＰ／ＬＳＩ販売、品質管理等の分野で業務提携を計画しておりま

す。 

(b) 資本提携 

当社は、ＤＭＰが本第三者割当増資により処分する自己株式200,000株及び新たに発行する株式200,000株、合わ

せて400,000株の普通株式の全てを以下の通り引き受けました。これにより、当社はＤＭＰの筆頭株主となりました

（増資後の発行済株式総数に対する割合15.33％、小数第二位未満四捨五入）。 

引受株式数：普通株式 400,000 株 

払込金額：１株につき 586 円 

払込金額の総額：234,400,000 円 

取得日：平成26年６月２日 

 

③契約締結先の概要 

社名 ： 株式会社ディジタルメディアプロフェッショナル 

所在地 ： 東京都中野区中野四丁目10番２号 中野セントラルパークサウス16階 

代表者 ： 代表取締役社長CEO 山本 達夫 

事業内容 ： グラフィックスプロセッサの開発・販売、独自開発した3Dグラフィックス技術のライセンス供与、3D 

グラフィックス関連ソフトウェアの開発支援及び受託開発、3Dグラフィックスに関する技術コンサルティング 

設立年月日 ： 平成14年７月10日 

大株主 ： 株式会社日本政策投資銀行、株式会社ＳＢＩ証券、株式会社松井証券 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）経営成績の分析 

（当第１四半期の概況） 

当第１四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、消費税率引上げに伴う駆込み需要の反動が見られたもの

の、経済対策による内需の下支えや雇用情勢の改善等を背景に、緩やかな回復基調が続いています。海外に目を転

じますと、一部先進国の経済は堅調に推移しているものの、中国やアジア新興国の景気の減速や中東、ロシア、南

シナ海等における政治的な緊張感の高まりが、世界経済の下振れリスクとなっております。 

 当社グループが属しておりますエレクトロニクス業界におきましては、薄型テレビ、デジタルスチルカメラ、パ

ソコン等の市場が停滞するなか、スマートフォン、タブレット端末等が市場全体を牽引する構図が継続して見られ

ます。また、スマートフォン市場の成長の担い手が中国やインド等の新興国に移っていくことに伴い、メーカーシ

ェアの変動や低価格化が進行しつつあります。 
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 このような状況の下、当社グループは、ソニー製の半導体・電子部品事業を軸とし、自社工場におけるＥＭＳ

（電子機器受託製造サービス）等の高付加価値事業の拡大や他社との業務資本提携も活用した新規事業の創出に引

き続き注力してまいりましたが、海外のスマートフォン向け販売の一時的な停滞により、売上高は前年同期比で減

少しました。 

 以上の結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は593億13百万円（前年同期比14.3％減）、営業利益は15億45

百万円（前年同期比14.9％減）、経常利益は14億６百万円（前年同期比22.6％減）、四半期純利益は９億21百万円

（前年同期比26.5％減）となりました。 

 

（報告セグメント別の業績） 

・半導体及び電子部品事業 

 半導体及び電子部品事業におきましては、主に海外のスマートフォン向け製品の販売が減少したことにより、減

収となりました。国内販売比率の向上に伴い粗利率は改善したものの、減収の影響により、セグメント利益も減益

となりました。 

 以上の結果、売上高は563億32百万円（前年同期比14.6％減）、セグメント利益は18億14百万円（前年同期比

10.5％減）となりました。

 

・電子機器事業 

 電子機器事業におきましては、ほぼ期初計画通りに業績は推移しておりますが、前年同期にあったような大型案

件が第２四半期以降にずれこんだこと等により、減収となりました。 

 以上の結果、売上高は27億３百万円（前年同期比12.0％減）、セグメント損失は２億48百万円（前年同期比83百

万円の悪化）となりました。

 

・システム機器事業 

 非接触ＩＣカード関連事業におきましては、電子マネー関連ビジネスが引き続き好調に推移し、売上は大きく伸

長しました。また、半導体及び電子部品の信頼性試験・環境物質分析サービス事業におきましても、業績が改善し

ました。 

 以上の結果、売上高は６億10百万円（前年同期比29.4％増）、セグメント利益は42百万円（前年同期比64.8％

増）となりました。

2）財政状態の分析

 当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末と比較して53百万円増加し、1,184億90百万

円となりました。これは主に、現金及び預金の増加28億４百万円、受取手形及び売掛金の減少47億69百万円、商品

及び製品の増加４億69百万円を主要因としたたな卸資産の増加12億80百万円、その他流動資産の増加８億13百万円

によるものであります。 

 負債は、前連結会計年度末と比較して４億53百万円減少し、675億57百万円となりました。これは主に、支払手

形及び買掛金の減少16億90百万円、短期借入金の増加30億54百万円、１年内返済予定の長期借入金の減少７億47百

万円、未払法人税等の減少９億52百万円、退職給付に係る負債の減少72百万円によるものであります。 

 純資産は前連結会計年度末と比較して５億７百万円増加し、509億32百万円となりました。これは主に四半期純

利益９億21百万円、利益剰余金からの配当３億13百万円、為替換算調整勘定の減少94百万円を主要因としたその他

の包括利益累計額の変動額84百万円、少数株主持分の減少62百万円によるものであります。
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（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

（4）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 57,000,000

計 57,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現在

発行数（株）
（平成26年６月30日）

提出日現在発行数
（株）

（平成26年８月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 15,700,021 15,700,021
東京証券取引所

市場第一部

完全議決権株式であり、剰

余金の配当に関する請求権

その他の権利内容に何ら限

定のない、当社における標

準となる株式であり、単元

株式数は100株であります。

計 15,700,021 15,700,021 － －

 
（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成26年４月１日

～平成26年６月30日
- 15,700,021 - 4,383 - 1,383

 

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己所有株式）

普通株式       1,800
－ 単元株式数 100株

完全議決権株式（その他） 普通株式  15,653,500 156,523 同上

単元未満株式 普通株式      44,721 － －

発行済株式総数 15,700,021 － －

総株主の議決権 － 156,523 －

 （注）「完全議決権株式（その他）」の株式数の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が1,200株含まれてお

ります。なお、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数12個が含まれておりませ

ん。

②【自己株式等】

平成26年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己所有株式）

株式会社ＵＫＣホール

ディングス

東京都品川区大崎一丁目

11番２号
1,800 － 1,800 0.00

計 － 1,800 － 1,800 0.00

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成26年４月１日から平

成26年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

 また、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出しておりますが、

訂正後の四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 17,658 20,462 

受取手形及び売掛金 69,633 64,863 

商品及び製品 17,611 18,081 

仕掛品 434 767 

原材料及び貯蔵品 370 848 

その他 5,975 6,788 

貸倒引当金 △170 △92 

流動資産合計 111,512 111,718 

固定資産    

有形固定資産 2,384 2,252 

無形固定資産 475 448 

投資その他の資産    

投資有価証券 3,011 3,064 

その他 2,214 2,189 

貸倒引当金 △1,160 △1,183 

投資その他の資産合計 4,064 4,070 

固定資産合計 6,924 6,771 

資産合計 118,436 118,490 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 37,487 35,797 

短期借入金 16,120 19,175 

1年内返済予定の長期借入金 2,044 1,296 

未払法人税等 1,636 683 

賞与引当金 454 212 

その他 3,297 2,812 

流動負債合計 61,040 59,978 

固定負債    

長期借入金 5,893 6,593 

退職給付に係る負債 692 620 

役員退職慰労引当金 40 41 

その他 344 324 

固定負債合計 6,970 7,579 

負債合計 68,010 67,557 

 

- 9 -

※訂正　



 

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年６月30日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 4,383 4,383 

資本剰余金 6,342 6,342 

利益剰余金 37,818 38,472 

自己株式 △2 △2 

株主資本合計 48,541 49,195 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 254 263 

為替換算調整勘定 1,262 1,167 

退職給付に係る調整累計額 △43 △41 

その他の包括利益累計額合計 1,473 1,389 

少数株主持分 410 347 

純資産合計 50,425 50,932 

負債純資産合計 118,436 118,490 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

売上高 69,245 59,313 

売上原価 64,788 55,028 

売上総利益 4,457 4,285 

販売費及び一般管理費 2,641 2,740 

営業利益 1,815 1,545 

営業外収益    

受取利息 11 23 

受取配当金 24 22 

仕入割引 1 2 

為替差益 46 － 

その他 21 54 

営業外収益合計 106 101 

営業外費用    

支払利息 68 66 

売上債権売却損 2 0 

為替差損 － 167 

その他 31 6 

営業外費用合計 103 240 

経常利益 1,817 1,406 

特別利益    

固定資産売却益 － 0 

特別利益合計 － 0 

特別損失    

固定資産処分損 0 0 

会員権評価損 2 1 

その他 1 0 

特別損失合計 4 2 

税金等調整前四半期純利益 1,813 1,404 

法人税等 595 524 

少数株主損益調整前四半期純利益 1,218 879 

少数株主損失（△） △35 △42 

四半期純利益 1,254 921 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 1,218 879 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 0 9 

為替換算調整勘定 529 △94 

退職給付に係る調整額 － 1 

その他の包括利益合計 530 △84 

四半期包括利益 1,748 795 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 1,785 837 

少数株主に係る四半期包括利益 △35 △42 
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給

付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を従業員の

平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反

映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準37項に定める経過的な取扱いに従って、当第１四半

期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減

しております。

 この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る負債が71百万円減少し、利益剰余金が45百万円

増加しております。なお、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益への

影響は軽微であります。
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（四半期連結貸借対照表関係）

１  受取手形割引高

 
前連結会計年度 

（平成26年３月31日） 
当第１四半期連結会計期間 
（平成26年６月30日） 

受取手形割引高 1,000百万円 0百万円 

 

２ 債権流動化に伴う買戻義務は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成26年６月30日）

債権流動化に伴う買戻義務 500百万円 －百万円

 

３ 買取保証

  下記のとおり買取保証を行っております。

 
 

前連結会計年度
（平成26年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成26年６月30日）

三井住友ファイナンス＆リース株式会社   19百万円   16百万円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日）

配当に関する事項

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額 
（百万円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年５月30日

取締役会
普通株式 627 40.00 平成25年３月31日 平成25年６月12日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日）

配当に関する事項

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額 
（百万円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月29日

取締役会
普通株式 313 20.00 平成26年３月31日 平成26年６月12日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自平成25年４月１日 至平成25年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 
調整額 
（注１） 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注２） 

 
半導体及び 
電子部品 

電子機器 
システム機 

器 
計 

売上高            

外部顧客への売上高 65,967 2,805 471 69,245 － 69,245 

セグメント間の内部売 

上高又は振替高 
1 264 － 266 △266 － 

計 65,968 3,070 471 69,511 △266 69,245 

セグメント利益又は損失

（△） 
2,027 △164 25 1,888 △73 1,815 

（注）１．セグメント利益の調整額△73百万円には、セグメント間消去取引11百万円、各報告セグメントに

配分していない全社費用△85百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属

しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 
調整額 
（注１） 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注２） 

 
半導体及び 
電子部品 

電子機器 
システム機 

器 
計 

売上高            

外部顧客への売上高 56,330 2,372 610 59,313 － 59,313 

セグメント間の内部売 

上高又は振替高 
2 331 － 333 △333 － 

計 56,332 2,703 610 59,647 △333 59,313 

セグメント利益又は損失

（△） 
1,814 △248 42 1,608 △63 1,545 

（注）１．セグメント利益の調整額△63百万円には、セグメント間消去取引△０百万円、各報告セグメント

に配分していない全社費用△62百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰

属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 79円88銭 58円72銭

（算定上の基礎）    

四半期純利益金額（百万円） 1,254 921

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 1,254 921

普通株式の期中平均株式数（千株） 15,698 15,698

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

 平成26年５月29日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

（イ）配当金の総額………………………………………313百万円

（ロ）１株当たりの金額…………………………………20円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成26年６月12日

（注） 平成26年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年７月31日

株式会社ＵＫＣホールディングス 

取締役会 御中 

 

有限責任 あずさ監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 小尾 淳一  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 富永 淳浩  印 

 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＵＫＣ

ホールディングスの平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成26年４
月１日から平成26年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る
訂正後の四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及
び注記について四半期レビューを行った。 

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

 

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＵＫＣホールディングス及び連結子会社の平成26年６月30日

現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。 

 

その他の事項 

四半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は、四半期連結財務諸表を訂正している。なお、

当監査法人は、訂正前の四半期連結財務諸表に対して平成26年８月11日に四半期レビュー報告書を提出した。 

 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上
 
 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
  

※訂正　
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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第５期 

第１四半期連結 
累計期間 

第６期 
第１四半期連結 

累計期間 
第５期 

会計期間 

自平成25年 
 ４月１日 
至平成25年 
 ６月30日 

自平成26年 
 ４月１日 
至平成26年 
 ６月30日 

自平成25年 
 ４月１日 
至平成26年 
 ３月31日 

売上高 （百万円） 69,245 59,313 301,428 

経常利益 （百万円） 1,817 1,406 7,237 

四半期（当期）純利益 （百万円） 1,254 921 4,398 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,748 795 6,019 

純資産額 （百万円） 46,512 50,932 50,425 

総資産額 （百万円） 117,079 118,490 118,436 

１株当たり四半期（当期）純利

益金額 
（円） 79.88 58.72 280.21 

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 39.5 42.7 42.2 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．第５期及び第５期第１四半期連結累計期間の関連する経営指標等の一部について、同期間の決算訂正に伴

い、遡及処理をした数値を記載しております。なお、同期間の訂正後の有価証券報告書については、平成29

年７月31日に提出しております。

 

２【事業の内容】

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

２【経営上の重要な契約等】

 当第１四半期連結会計期間において新たに締結した重要な契約は次の通りであります。

(1) 当社と株式会社ディジタルメディアプロフェッショナル（以下「ＤＭＰ」）間の業務資本提携契約 

①契約締結の目的 

 ＤＭＰは、組込みシステムのビジュアル・コンピューティングを事業の中核とし、独自開発した2Ｄ／3Ｄグラフ

ィックス技術のハードウェアＩＰ（論理設計データ等）やソフトウェアＩＰ（主にハードウェアを制御するドライ

バやコンテンツ制作を支援するツール類）のライセンス、並びにこれらのＩＰを搭載したグラフィックスＬＳＩの

開発及び販売事業を展開しています。また、新規事業分野として自動車自動走行システム向け等のビジュアル・コ

ンピューティング分野の取り組み強化のためにカナダＣｏｇｎｉＶｕｅ（コグニビュー）社と日本国内及び台湾に

おける独占販売代理店契約を締結し、同社のＩＰを活用することで、より多くのアプリケーションに向けたソリュ

ーション提供が可能となりました。当社は、ＤＭＰの強みであるグラフィックス技術と当社の強みである映像関連

の事業基盤を組み合わせることが、当社の事業領域を従来の物販からソリューション志向に進化させ、成長領域で

ある自動車や医療等向けの事業拡大にもつながると判断し、ＤＭＰと業務提携を行うこと、及び同業務提携のシナ

ジー効果を早期かつ着実に実現するためにＤＭＰと資本提携を行うことといたしました。 

 

②契約の概要 

(a) 業務提携 

マシンビジョン・ソリューション共同開発、ＩＰ／ＬＳＩ販売、品質管理等の分野で業務提携を計画しておりま

す。 

(b) 資本提携 

当社は、ＤＭＰが本第三者割当増資により処分する自己株式200,000株及び新たに発行する株式200,000株、合わ

せて400,000株の普通株式の全てを以下の通り引き受けました。これにより、当社はＤＭＰの筆頭株主となりました

（増資後の発行済株式総数に対する割合15.33％、小数第二位未満四捨五入）。 

引受株式数：普通株式 400,000 株 

払込金額：１株につき 586 円 

払込金額の総額：234,400,000 円 

取得日：平成26年６月２日 

 

③契約締結先の概要 

社名 ： 株式会社ディジタルメディアプロフェッショナル 

所在地 ： 東京都中野区中野四丁目10番２号 中野セントラルパークサウス16階 

代表者 ： 代表取締役社長CEO 山本 達夫 

事業内容 ： グラフィックスプロセッサの開発・販売、独自開発した3Dグラフィックス技術のライセンス供与、3D 

グラフィックス関連ソフトウェアの開発支援及び受託開発、3Dグラフィックスに関する技術コンサルティング 

設立年月日 ： 平成14年７月10日 

大株主 ： 株式会社日本政策投資銀行、株式会社ＳＢＩ証券、株式会社松井証券 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）経営成績の分析 

（当第１四半期の概況） 

当第１四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、消費税率引上げに伴う駆込み需要の反動が見られたもの

の、経済対策による内需の下支えや雇用情勢の改善等を背景に、緩やかな回復基調が続いています。海外に目を転

じますと、一部先進国の経済は堅調に推移しているものの、中国やアジア新興国の景気の減速や中東、ロシア、南

シナ海等における政治的な緊張感の高まりが、世界経済の下振れリスクとなっております。 

 当社グループが属しておりますエレクトロニクス業界におきましては、薄型テレビ、デジタルスチルカメラ、パ

ソコン等の市場が停滞するなか、スマートフォン、タブレット端末等が市場全体を牽引する構図が継続して見られ

ます。また、スマートフォン市場の成長の担い手が中国やインド等の新興国に移っていくことに伴い、メーカーシ

ェアの変動や低価格化が進行しつつあります。 
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 このような状況の下、当社グループは、ソニー製の半導体・電子部品事業を軸とし、自社工場におけるＥＭＳ

（電子機器受託製造サービス）等の高付加価値事業の拡大や他社との業務資本提携も活用した新規事業の創出に引

き続き注力してまいりましたが、海外のスマートフォン向け販売の一時的な停滞により、売上高は前年同期比で減

少しました。 

 以上の結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は593億13百万円（前年同期比14.3％減）、営業利益は15億45

百万円（前年同期比14.9％減）、経常利益は14億６百万円（前年同期比22.6％減）、四半期純利益は９億21百万円

（前年同期比26.5％減）となりました。 

 

（報告セグメント別の業績） 

・半導体及び電子部品事業 

 半導体及び電子部品事業におきましては、主に海外のスマートフォン向け製品の販売が減少したことにより、減

収となりました。国内販売比率の向上に伴い粗利率は改善したものの、減収の影響により、セグメント利益も減益

となりました。 

 以上の結果、売上高は563億32百万円（前年同期比14.6％減）、セグメント利益は18億14百万円（前年同期比

10.5％減）となりました。

 

・電子機器事業 

 電子機器事業におきましては、ほぼ期初計画通りに業績は推移しておりますが、前年同期にあったような大型案

件が第２四半期以降にずれこんだこと等により、減収となりました。 

 以上の結果、売上高は27億３百万円（前年同期比12.0％減）、セグメント損失は２億48百万円（前年同期比83百

万円の悪化）となりました。

 

・システム機器事業 

 非接触ＩＣカード関連事業におきましては、電子マネー関連ビジネスが引き続き好調に推移し、売上は大きく伸

長しました。また、半導体及び電子部品の信頼性試験・環境物質分析サービス事業におきましても、業績が改善し

ました。 

 以上の結果、売上高は６億10百万円（前年同期比29.4％増）、セグメント利益は42百万円（前年同期比64.8％

増）となりました。

2）財政状態の分析

 当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末と比較して53百万円増加し、1,184億90百万

円となりました。これは主に、現金及び預金の増加28億４百万円、受取手形及び売掛金の減少47億69百万円、商品

及び製品の増加４億69百万円を主要因としたたな卸資産の増加12億80百万円、その他流動資産の増加８億13百万円

によるものであります。 

 負債は、前連結会計年度末と比較して４億53百万円減少し、675億57百万円となりました。これは主に、支払手

形及び買掛金の減少16億90百万円、短期借入金の増加30億54百万円、１年内返済予定の長期借入金の減少７億47百

万円、未払法人税等の減少９億52百万円、退職給付に係る負債の減少72百万円によるものであります。 

 純資産は前連結会計年度末と比較して５億７百万円増加し、509億32百万円となりました。これは主に四半期純

利益９億21百万円、利益剰余金からの配当３億13百万円、為替換算調整勘定の減少94百万円を主要因としたその他

の包括利益累計額の変動額84百万円、少数株主持分の減少62百万円によるものであります。
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（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

（4）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 57,000,000

計 57,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現在

発行数（株）
（平成26年６月30日）

提出日現在発行数
（株）

（平成26年８月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 15,700,021 15,700,021
東京証券取引所

市場第一部

完全議決権株式であり、剰

余金の配当に関する請求権

その他の権利内容に何ら限

定のない、当社における標

準となる株式であり、単元

株式数は100株であります。

計 15,700,021 15,700,021 － －

 
（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成26年４月１日

～平成26年６月30日
- 15,700,021 - 4,383 - 1,383

 

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己所有株式）

普通株式       1,800
－ 単元株式数 100株

完全議決権株式（その他） 普通株式  15,653,500 156,523 同上

単元未満株式 普通株式      44,721 － －

発行済株式総数 15,700,021 － －

総株主の議決権 － 156,523 －

 （注）「完全議決権株式（その他）」の株式数の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が1,200株含まれてお

ります。なお、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数12個が含まれておりませ

ん。

②【自己株式等】

平成26年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己所有株式）

株式会社ＵＫＣホール

ディングス

東京都品川区大崎一丁目

11番２号
1,800 － 1,800 0.00

計 － 1,800 － 1,800 0.00

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成26年４月１日から平

成26年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

 また、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出しておりますが、

訂正後の四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

 また、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出しておりますが、

訂正後の四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 17,658 20,462 

受取手形及び売掛金 69,633 64,863 

商品及び製品 17,611 18,081 

仕掛品 434 767 

原材料及び貯蔵品 370 848 

その他 5,975 6,788 

貸倒引当金 △170 △92 

流動資産合計 111,512 111,718 

固定資産    

有形固定資産 2,384 2,252 

無形固定資産 475 448 

投資その他の資産    

投資有価証券 3,011 3,064 

その他 2,214 2,189 

貸倒引当金 △1,160 △1,183 

投資その他の資産合計 4,064 4,070 

固定資産合計 6,924 6,771 

資産合計 118,436 118,490 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 37,487 35,797 

短期借入金 16,120 19,175 

1年内返済予定の長期借入金 2,044 1,296 

未払法人税等 1,636 683 

賞与引当金 454 212 

その他 3,297 2,812 

流動負債合計 61,040 59,978 

固定負債    

長期借入金 5,893 6,593 

退職給付に係る負債 692 620 

役員退職慰労引当金 40 41 

その他 344 324 

固定負債合計 6,970 7,579 

負債合計 68,010 67,557 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年６月30日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 4,383 4,383 

資本剰余金 6,342 6,342 

利益剰余金 37,818 38,472 

自己株式 △2 △2 

株主資本合計 48,541 49,195 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 254 263 

為替換算調整勘定 1,262 1,167 

退職給付に係る調整累計額 △43 △41 

その他の包括利益累計額合計 1,473 1,389 

少数株主持分 410 347 

純資産合計 50,425 50,932 

負債純資産合計 118,436 118,490 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

売上高 69,245 59,313 

売上原価 64,788 55,028 

売上総利益 4,457 4,285 

販売費及び一般管理費 2,641 2,740 

営業利益 1,815 1,545 

営業外収益    

受取利息 11 23 

受取配当金 24 22 

仕入割引 1 2 

為替差益 46 － 

その他 21 54 

営業外収益合計 106 101 

営業外費用    

支払利息 68 66 

売上債権売却損 2 0 

為替差損 － 167 

その他 31 6 

営業外費用合計 103 240 

経常利益 1,817 1,406 

特別利益    

固定資産売却益 － 0 

特別利益合計 － 0 

特別損失    

固定資産処分損 0 0 

会員権評価損 2 1 

その他 1 0 

特別損失合計 4 2 

税金等調整前四半期純利益 1,813 1,404 

法人税等 595 524 

少数株主損益調整前四半期純利益 1,218 879 

少数株主損失（△） △35 △42 

四半期純利益 1,254 921 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 1,218 879 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 0 9 

為替換算調整勘定 529 △94 

退職給付に係る調整額 － 1 

その他の包括利益合計 530 △84 

四半期包括利益 1,748 795 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 1,785 837 

少数株主に係る四半期包括利益 △35 △42 
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給

付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を従業員の

平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反

映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準37項に定める経過的な取扱いに従って、当第１四半

期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減

しております。

 この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る負債が71百万円減少し、利益剰余金が45百万円

増加しております。なお、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益への

影響は軽微であります。
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（四半期連結貸借対照表関係）

１  受取手形割引高

 
前連結会計年度 

（平成26年３月31日） 
当第１四半期連結会計期間 
（平成26年６月30日） 

受取手形割引高 1,000百万円 0百万円 

 

２ 債権流動化に伴う買戻義務は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成26年６月30日）

債権流動化に伴う買戻義務 500百万円 －百万円

 

３ 買取保証

  下記のとおり買取保証を行っております。

 
 

前連結会計年度
（平成26年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成26年６月30日）

三井住友ファイナンス＆リース株式会社   19百万円   16百万円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日）

配当に関する事項

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額 
（百万円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年５月30日

取締役会
普通株式 627 40.00 平成25年３月31日 平成25年６月12日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日）

配当に関する事項

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額 
（百万円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月29日

取締役会
普通株式 313 20.00 平成26年３月31日 平成26年６月12日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自平成25年４月１日 至平成25年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 
調整額 
（注１） 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注２） 

 
半導体及び 
電子部品 

電子機器 
システム機 

器 
計 

売上高            

外部顧客への売上高 65,967 2,805 471 69,245 － 69,245 

セグメント間の内部売 

上高又は振替高 
1 264 － 266 △266 － 

計 65,968 3,070 471 69,511 △266 69,245 

セグメント利益又は損失

（△） 
2,027 △164 25 1,888 △73 1,815 

（注）１．セグメント利益の調整額△73百万円には、セグメント間消去取引11百万円、各報告セグメントに

配分していない全社費用△85百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属

しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 
調整額 
（注１） 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注２） 

 
半導体及び 
電子部品 

電子機器 
システム機 

器 
計 

売上高            

外部顧客への売上高 56,330 2,372 610 59,313 － 59,313 

セグメント間の内部売 

上高又は振替高 
2 331 － 333 △333 － 

計 56,332 2,703 610 59,647 △333 59,313 

セグメント利益又は損失

（△） 
1,814 △248 42 1,608 △63 1,545 

（注）１．セグメント利益の調整額△63百万円には、セグメント間消去取引△０百万円、各報告セグメント

に配分していない全社費用△62百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰

属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 79円88銭 58円72銭

（算定上の基礎）    

四半期純利益金額（百万円） 1,254 921

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 1,254 921

普通株式の期中平均株式数（千株） 15,698 15,698

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

 平成26年５月29日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

（イ）配当金の総額………………………………………313百万円

（ロ）１株当たりの金額…………………………………20円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成26年６月12日

（注） 平成26年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年７月31日

株式会社ＵＫＣホールディングス 

取締役会 御中 

 

有限責任 あずさ監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 小尾 淳一  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 富永 淳浩  印 

 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＵＫＣ

ホールディングスの平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成26年４
月１日から平成26年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る
訂正後の四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及
び注記について四半期レビューを行った。 

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

 

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＵＫＣホールディングス及び連結子会社の平成26年６月30日

現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。 

 

その他の事項 

四半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は、四半期連結財務諸表を訂正している。なお、

当監査法人は、訂正前の四半期連結財務諸表に対して平成26年８月11日に四半期レビュー報告書を提出した。 

 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上
 
 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
  



【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成29年７月31日

【会社名】 株式会社ＵＫＣホールディングス

【英訳名】 UKC Holdings Corporation

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  福寿 幸男

【最高財務責任者の役職氏名】 代表取締役副社長 田口 雅章

【本店の所在の場所】 東京都品川区大崎一丁目11番２号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役社長 福寿幸男及び最高財務責任者 田口雅章は、当社の第６期第１四半期（自 平成26年４月１日 

至 平成26年６月30日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認し

ました。

 

２【特記事項】

 特記すべき事項はありません。
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